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１．問題の所在
　文科省が、学校運営協議会設置校を今後５年
間で全公立中学校の約１割（約3000校）にまで
拡大する数値目標を打ち出す中（1）、運営協議会
による学校改善のプロセスを検証する論文が数
多く報告されている。これら先行研究が示した
のは、保護者や地域住民が参加する運営協議会
が、教職員の専門性に閉じられてきた閉鎖的な
学校の運営に対し、多大な影響を与える機関と
して機能し得るということある。しかし、そこ
に参加する人々は、時間的・文化的制約により、
事実上特定の社会階層の人々に限定されるとい
うこれまでの教育社会学的知見を踏まえれば、
委員はなぜ地域・保護者の代表者たり得るのか、
そしてなぜ運営協議会で合意された意思決定が
尊重されるのかといった「正統性（legitimacy）」
の問題が問われなければならない。
　多くの誤解を招きかねないが、本論は、学校
共同体に積極的に関与しようとする保護者や地
域住民の意欲的な活動を否定しようとするもの
ではない。むしろ本論で主張したいことは、も
し運営協議会における保護者・地域住民の参加
の意義とその成果を明らかとしたいと願うなら
ば、参加者が意思決定の過程にどのような影響
と成果をもたらしているのかを明らかにするだ
けでは不十分であること、そして一部の委員に
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よって形成された意思決定が学校運営上尊重さ
れることがなぜ正統化されるのかといった問題
にまで踏み込んでその意義を問い直さなければ
ならないということである。
　本論は、こうした問題を、ニュータウン地区
に位置するM中学校区の学校運営協議会の設
立当初の取り組みを事例に検討するものである。
結論を先取すれば、同運営協議会では、ニュー
タウンという地域性を鑑み、委員らが地域や保
護者の様々な意見を集約すること、そして厳密
な意味での「代表者」たり得ることが事実上不
可能であると認識し、会議の参加者による対話
を重視する「熟議（deliberation）」の過程を意
思決定の正統性の根拠としようと試みた。しか
し、そうした理念に反し、同運営協議会は、自
らの子どもの教育を考える保護者の意見を熟議
の場から排除してしまい、学校に深刻な対立を
もたらしたのである。本論ではそうした対立の
原因が、運営協議会における特定の委員による
ボス支配や、参加者同士の相反する価値観をめ
ぐる闘争による熟議の不成立によるものではな
く、むしろ対話の過程を重視する熟議そのもの
が抱える限界にあったことを明らかとしたい。
２．運営協議会研究の成果とその限界
　専門家が自律的に力量を向上しようとする姿
勢が必然的に官僚的思考に帰結し、民主的な意
思決定プロセスを形骸化させるといった問題は、
教育学においても古くから検討されてきた課題
である（2）。こうした課題の克服に向け、紅林伸
幸は、専門職とそれ以外の人々から構成される
医療チームの取り組みを参考に、教師によって
閉ざされてきた学校の「同僚性」という概念を、
保護者や地域ボランティアを含むものとして拡
大して捉えるべきだと主張してきた（3）。これは
専門職の領域を確立し、一般市民の参加の意義
を専門職の補助的役割に限定する従来の理解と
は大きく異なり、一般市民を学校運営上の対等
なパートナーとして位置づける点で重要な指摘
であった。しかし、こうした主張をただ繰り返
すのみでは、「教師は一般市民の意見を反映さ
せなければならない」というあるべき教師の姿
を説く態度論に留まってしまう可能性があるた
め、こうした理念を具体化する制度の設計が急
務とされてきた。運営協議会とはまさにそうし
た制度として誕生したものであると考えられる。
　運営協議会という制度が、紅林が主張するよ
うに学校の「同僚性」という概念を一般市民に
まで拡大する可能性を秘めているかどうかにつ
いては、運営協議会制度推進において主導的な
役割を担っている佐藤晴雄が、運営協議会設置
校を対象とした全国調査によって明らかにしよ
うと試みている。その結果、運営協議会設置校
では、地域が協力的になると同時に学校も地域
に情報提供するようになり、学校が活性化する
といった成果が見られたという（4）。だが、佐藤
の研究は、「学校は改善したと思う」という校
長の表面的な印象を「学校の成果」として読み
替えているということ、そして、実際にどのよ
うな改善がもたらされたのかという具体的プロ
セスについては一切分析を行っていないという
点で不十分なものであった。
　そうした中で、近年、運営協議会による学校
参加による学校改善のプロセスを具体的に検証
する事例研究が数多く発表されている。例えば
日高和美は、「２学期制の導入」という事案に
直面した２つの運営協議会設置校での議事プロ
セスを比較分析し、会議の進行係を教員（校長）
ではなく、地域住民にすることによって、議論
の活性化がもたらされ、意思決定に地域・保護
者の意見が反映されやすいことを明らかにして
いる（5）。例えば、議事進行がすべて学校主導で
行なわれている B小学校においては、委員ら
は学校側の判断に「懸念を抱いても、共感する
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相手がいなければ自然と同調してしまう傾向が
みられた」が、「運営協議会の委員（地域住民：
引用者注）が議事を進行したA小学校におい
ては、学識経験者・保護者─学校側との間にコ
ンフリクトが生じ」（6）、そのことが逆に活発な
議論をもたらす契機となったことを報告してい
る。また、大林正史は、従来の研究が、運営協
議会に 「ガバナンス機能」 を持つことを期待しす
ぎていていると批判し、小学校のスクール・ヒ
ストリーを分析することで運営協議会は地域や
保護者間のネットワークを促し、教育活動に巻
き込むことに意義があることを主張している（7）。
これら事例研究の特徴は、一般市民の参加が、
教師の専門職としての領域を侵害するものでは
なく、むしろ学校での意志決定プロセスを活性
化させるという仕組みであることを明らかにし
たということである。
　しかし、これら研究が「成功例」とみなす運
営協議会の事例は、元々学校と地域が協力的な
関係にあったという点で検討に注意を要する。
例えば、大林が分析対象としているのは、開校
の際に「地域住民が費用の半分を負担しており、
地域住民の学校への思い入れは強い」（8）学校で
あるし、日高が分析の対象としている学校もま
た「地域住民あげての『ふるさと』づくり」（9）
を行っている学校である。そうした背景もあり、
これら研究においては、運営協議会の委員がそ
のまま地域や保護者の意見を代表するものであ
ることが自明視されている。例えば、教育委員
会による協議会の設置過程を分析した日高の別
の論稿においても、運営協議会を学校・家庭・
地域の「三者の協働の場として位置づけよう」（10）
とする取り組みは無前提に肯定的に捉えられて
いる。同様に、運営協議会での発言分析を通じ
て保護者や女性委員の消極性の原因を明らかに
しようとした仲田康一の一連の研究（11）におい
ても、会議の主導権を握る少数が、多数を沈黙
させている状況があることは問題として取り上
げるが、沈黙する者（女性や保護者）たちが議
論に参加すれば、必然的に運営協議会の正統性
が保障されるという前提に立っている。
　しかし、教育社会学の知見を踏まえれば、学
校に参加できる人間は、特定の職業階層と社会
関係資本を有した人間に限定されるということ
は忘れてはなるまい。例えば城内君枝らは、保
護者の学校参加意識の差は職業階層と社会関係
資本によって左右されるという通説を、小学校
での質問紙調査から再確認している（12）。そう
した問題がある中で、協議会での審議過程が正
当に機能さえすれば、意思決定が正統化される
と考えることは果たして妥当なのであろうか。
このように保護者・地域があたかも一枚岩であ
るかのように装って学校参加の仕組みを論じる
ことは、教育基本法の改正問題を踏まえてかつ
て広田照幸が指摘したように、「地域内の人々
の間に存在する利害や意見の多様性や対立・す
れちがい」（13）を無視するという危険性があるの
ではないだろうか。
　こうした問題に対して城内らは、職業階層に
よる学校参加意識の差異を指摘しながらも、職
業階層と社会関係資本は、それぞれ独立に影響
力を持つことを明らかにすることで、学校は社
会関係資本を高めることで参加意識の薄い人々
の意識を高める可能性について言及している。
しかし、城内らは、こうした社会関係資本を高
める試みについては「誰もが参加しやすい学校
行事の際に、地区懇親会や保護者会を行って、
教師がコーディネーター役になり、近所に住ん
でいる保護者同士を結びつける活動」（14）が必要
であるといったことなどと述べるに留まり、参
加を促す仕組みを十分に検討していない。また、
参加意識の低い職業階層の人々の参加を促すこ
とに成功したとしても、すべての人間が会議に
参加することができない以上、学校での意思決
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定の正統性は問われ続けるであろう。つまり、
運営協議会などの学校参加の仕組みを考える上
では、社会階層を克服し、参加を促す手段を模
索するのではなく、時間的制約や文化的制限等
により、意思決定の場に事実上一部の限られた
人間しか参加が許さないという前提に立ちつつ
も、それでも意思決定が正統化される仕組みを
模索する必要性がある。
３．ニュータウン協議会が抱えるジレンマ
　参加者が限定された運営協議会の正統性とい
う問題を考察する上で、本論が分析の対象とす
るは、東京都のニュータウン地区に位置するM
中学校（1989年創立）と、同中学校区に位置す
るM小学校（1989年創立）、S小学校（1995年
創立）の三校合同で開催される運営協議会であ
る。市教育委員会は、2011年度実施予定の小中
一貫教育政策に資するため、2009年に小・中学
校合同の運営協議会の試行を始めた。そうした
政策の一環として同運営協議会は誕生している。
　ただし、三校合同開催とはいっても、それぞ
れの学校が独立した運営協議会を設置し、各学
校の実態に即した委員が選出されている（15）。
注目すべきは、図１で示したように , 地域枠の
委員（三名）は三校とも同一人物が選出されて
いるということである。また、地域枠で選出さ
れた三名の委員のうち二名は、それぞれの学校
の運営協議会の会長および副会長も担っている。
こうした委員配置は、地域枠の委員を共有する
ことによって、地域の限られた人材を三校で奪
い合うことを防ぎ、新規に運営協議会を設置す
るにあたって委員選出の負担を減らすことを意
図しただけではなく、小中一貫教育のもとで地
域の学校を三校で作り上げるという理念を共有
するための方策でもあった。
　なお、月一回合同で開催される定例会議にお
いては、三校共通の審議事項はもちろん、それ
ぞれ自分の所属する学校に関する事案について
も審議が行われる。ただし、各学校個別の事案
については、委員ら（ただし三校の委員を兼務
する地域枠委員を除く）は、自らが所属する学
校の以外の審議事項のみ意思決定を下し、他の
学校の審議事項についての意思決定権を有しな
い。ただし、委員らは、他の二校の審議を単に
傍聴するのでなく、均等に意見を述べる機会が
与えられている。これは、他の二校の審議にも
意見を述べるという形で関与することで、自分
の子どもの利益のみを考えがちな保護者枠の委
員に対して、自分の子どもが所属する学校のこ
とだけでなく、地域の人間として同地区の学校
教育全体の今後のあり方について考えるという
役割を認識させる装置として機能するものでも
あった。
　本論にて同協議会を分析の対象とする理由は、
三校合同の運営協議会を設置する上で、委員ら
が次に示すような限界を自覚していたからであ
る。それは、多くの運営協議会事例研究によっ
て分析されてきた「理想的な地域」とは異なり、
三校が位置するのが、人口流動が激しく地域の
繋がりが希薄なニュータウン地区に位置してい
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図１　M中学校区学校運営協議会組織図
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るということである。委員たちは、運営協議会
設置準備の段階で、市教委や文科省の主宰する
各種研修会に意欲的に参加したり、実際に運営
協議会先行導入校を視察したりすることで、こ
れまでの運営協議会の成功要因が、地域との強
いつながりにあることを目の当たりにしたこと
で、設立以前からニュータウンにて運営協議会
を成功させることの困難を実感している。例え
ば、同運営協議会の委員らは2009年９月に全国
的にも著名な京都市立御池中学校の運営協議会
を視察した結果、視察報告書で次のように述べ
ている。「（御池中学校が）京都の伝統文化をさ
さえる西陣を校区に持っていたことは強みだっ
た。（中略）全く毛色の違う特色を持つM中学
校区で、御池中学校をモデルにするのは難しい
ので、M中学校区の強みを考えるべき、とい
う感想を持った」（16）。
　一方で、委員たちはニュータウン特有の繋が
りの希薄さによる限界を感じつつも、これまで
の成功例といわれている運営協議会が、学校支
援活動に留まっているという点にも注目してい
る。もちろん委員らは、学校支援活動が教師集
団との協力的な関係を築き上げるための方策と
して重要であることは認識していた。しかし、
運営協議会とは、学校支援活動に特化した単な
る「学校の応援団」となるのではなく、学校の
基本方針に承認を与え、学校運営に意見を述べ
るといった役割を担わなければならないと考え
ていたのである（17）。例えば、保護者枠委員の
一人は、2009年11月に様々な支援活動を展開し
ていることで著名な横浜市立東山田小学校の運
営協議会を視察した後、その支援活動に敬意を
表しつつも、運営協議会の定例会議自体は「議
論というよりは、報告事項が多い印象を受けま
した」（18）と率直な意見を述べている。このよう
に、ニュータウン地域に付随する限界と運営協
議会の本質的役割の理解を踏まえた結果、同運
営協議会は『いい対話、いい関係、いい環境』
をスローガンに掲げ、委員同士の対話を通じて
学校経営に意見を反映させることを重視すると
いう方針を打ち出している。委員らは自らの運
営協議会を評して「我々が目指すのは『コミュ
ニティスクール』ではなく『スクールコミュニ
ティ』なのです」（19）と述べているが、それは、
同運営協議会が地域の人々の意志を反映させる
「地域と共にある学校」を目指すのではなく、「運
営協議会を通して学校から地域に発信する」こ
とを目的とするという逆転の発想に立ったこと
を意味している。
　しかし、こうした方針にはもう一つの限界が
立ちはだかっていた。それは、同運営協議会の
委員が、保護者や地域住民から信任を得た「代
表者」ではないということである。確かに同市
教育委員会の「学校運営協議会の設置等に関す
る規則」では、保護者枠委員および地域枠委員
は、校長の推薦によって教育委員会が任命する
こととなっており、厳密な意味で委員らは、保
護者や地域の「代表者」ではない。また、前述
の通り、流動性が激しく多様な価値が混在する
ニュータウンにおいては、地域・保護者の意見
を集約しそれを公平に反映させることは事実上
不可能である。保護者枠で選出された委員の一
人は、自分は「内輪で声がかかった」結果選ば
れた人間であると繰り返し発言していたが、こ
うした発言は自らが厳密な意味での「代表者」
ではないということにある種の引け目を感じて
いたという証でもある（20）。つまり、同運営協
議会は「どのような協議会や学校を作り上げ地
域に発信していくのか」といった意志決定を、
代表者として承認されたわけでもない一部の委
員らによって下すという困難を抱えていたので
ある。
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４．「熟議」による意思決定の正統化
　同運営協議会の委員たちは、こうした限界を
自覚し、常に自らの委員としての役割と運営協
議会での意思決定の正統性を自問することと
なった。
　ただし、地域の意見を集約し、公正に反映す
ることの限界は、ニュータウン地域で特に顕在
化するが、それは必ずしもニュータウン特有の
問題ではなく、現代の民主主義の限界であると
もいえる。例えばフィッシュキンは、意見を集
約し、それを反映させようとするのは不可能で
あるばかりか、むしろ五つの危険があると指摘
する（21）。第一に、意見を集約する場では自分
の意見は多くても何分の一しか反映されないの
で、多くの者は意見を表明する労力を払おうと
しない。故に意見を集約しても常に一部の意欲
ある人間のそれに偏る危険性があるというので
ある。第二に、多くの人は「意見」と呼べるよ
うな意見を持っていないが、その事案について
「知らない」と答えるのは恥ずかしいので適当
な「意見」を述べるに過ぎないので、意見を集
約してもその意見は大抵の場合当てにならない
場合が多いという危険性である。第三に、たと
え真剣に議論し合ったとしても、大抵の人は自
分と似たような人々と論じ合うにすぎないので、
意見を集約しても同じような意見しか出てこな
いばかりか意見を極端に先鋭化させる危険性が
ある（22）。第四に、多くの人々は情報に操作され
やすいので、意見は発言権のある者のそれに偏
向する）。第五に、真に公正な選挙やアンケート
の設計は事実上不可能であり、意見集約の結果
はいかようにも操作可能だということである（23）。
　このように、集計的な民主主義（aggregative 
democracy）の限界が指摘されている現代の状
況を踏まえれば、篠原一が述べるように、正確
な情報が提供された公平な場において、小グ
ループが議論をした結果意思決定を下す方がよ
り正統性をもつものとみなすこともできる（24）。
　少数の意見が正統化される理由として前述の
フィッシュキンは、意思決定プロセスにおいて
「鏡（mirror）」として地域や保護者の「意見」
を単純に反映させようとするのではなく、それ
ら意見を 「洗練し、 広げ （reﬁ nes and enlarge）」 
ること、あるいは「濾過する（ﬁ lter）」プロセ
スを経ているからであると主張する（25）。また、
あらゆる者の権利を尊重し、意見を公正に反映
させる仕組みを模索しようと試みる従来のリベ
ラル民主主義を批判的に問い直す田村哲樹も
「意思決定の場に届けられるのは、市民たちの『生
の世論』」ではなく、「洗練された意見である」（26）
として、たとえ少数の意見であったとしてもそ
の意思決定は正統化され得ることを指摘してい
る。このように、あらゆる人間の意見を公正に
反映させる仕組みを模索するのではなく、少数
であっても対話を重ねることで意思決定を形成
していくことを重視する試みは近年 「熟議」 と呼
ばれ注目されていることは周知の通りである（27）。
　地域や保護者の意見をそのまま学校に反映さ
せることの限界を自覚し、委員同士の対話に
よって導き出された意見を学校や地域に発信し
ようと試みる同運営協議会の理念は、こうした
熟議の提唱者の議論と一致する取り組みであっ
たといえよう。また、同運営協議会のこのよう
な意図は、会長の次のような発言に看てとるこ
とができる。「他の運営協議会では、悪しき慣
習か良き慣習かはわかりませんが、そういう方
たち（町内会会長や PTA会長といった地域の
代表者と呼ばれた人々：引用者注）が運営協議
会の委員になっていますが、新しいまっさらな
人たちが作り上げていくのがうちの運営協議会
です」（28）。
　ただし、多くの誤解を招きかねないが、熟議
とは大多数の人間を無知とみなし、少数の特権
的立場にいる人間の意見を優先させるといった
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単純なものではない。大森秀臣は、現代の個人
の権利や自由を尊重する（意見を表明し、それ
をなるべく反映させようとする）リベラルな社
会が、個人の権利を尊重するあまり「人民が、
自分たちの社会的生活を規律する公共的な枠組
みを自分たちの手で取り決める」といった「自
己統治としての自由」（29）を失いつつあるという
ジレンマに陥っていることに注目している。つ
まり、現代のリベラルな社会は、個人の権利を
尊重することで、そうした権利を追求すること
のできる社会を自らの手で再生産することがで
きなくなっているというのである。大森の理解
によれば、意思決定プロセスにおいて対話を重
視しようという熟議の試みとは、実をいうとこ
うした「自己統治としての自由」を取り戻す第
一歩なのである。これは、「よい対話」のもと
での意思決定を、学校から地域に発信すること
で、地域の学校という意識が薄いニュータウン
の中で地域の人々の学校に関与する意識を高め
ようとする同運営協議会の理念と照応するもの
であるといえる。
５．熟議の破綻　熟議の内在的ジレンマ
　こうした高次の理念のもとで運営されてきた
同運営協議会であるが、その理念に反し熟議の
過程は次第に形骸化していく。問題の発端は、
2009年５月の定例会議において、地域枠委員お
よび三校の校長から、同運営の活動を保護者や
地域の人々に広めるために、委員の顔写真が掲
載された組織図をプレートにして学校玄関に掲
示するという提案が出されたことである。三校
の校長や、地域枠委員からすれば、写真の掲示
によって「顔の見える活動」を行うという提案
は、学校から地域に発信していくという同協議
会の目標を鑑みれば妥当な提案のはずであった。
また、こうした提案は、M中学校校長によれば、
単に運営協議会という組織の認知度を広めると
いう試みであるばかりでなく、「市教委から正
式に任命され一定度の権限を有する各委員に、
責任ある仕事に従事しているという自覚を促す
ため」（30）の試みでもあった。
　しかし、この提案に保護者枠委員の全てが反
対したのである。主な理由は「保護者の中で目
立つ立場にいる人を、インターネットの裏サイ
トで中傷することもあった」ことを保護者たち
が懸念したことである。だが、この提案は急を
要する事案ではないとして審議が中断され、機
会があれば継続して審議を行うという形に収
まった。
　しかし翌年の2010年３月の定例会議後の非公
開会議において、同提案がM中学校校長から
再び提起された時、事態は深刻なものとなった。
保護者枠委員らは「学校運営協議会の認知度が
低いままで、委員として親の顔が玄関に貼られ
ることになると、子どもたちから奇異の目で見
られ、自分の子どもがいじめをうけるかもしれ
ない」と前回と同様の主張をし、提案に反対し
たのである。しかし、地域枠委員である会長は、
そうしたいじめをなくすための学校を作り上げ
るのが運営協議会の役割であって、そうした学
校を作り上げることを考えようともせずに自分
や自分の子どもの利益ばかりを考えるのは委員
としての資質や責任感に欠けるとして保護者枠
委員を非難したのである。また同じ地域枠とし
て選出された副会長は、教員や教委事務局の人
事異動の際に対象者の顔写真が新聞等で掲示さ
れることを例示し、「運営協議会委員も市教委
から任命された準公務員である以上、同様の措
置が取られても不思議ではない」との発言をし
ている。さらにこうした地域枠委員の主張に同
調したのが三校の校長である。S小学校の校長
（当時）は「委員は学校の機密事項に属する情
報も知りうる公人である以上、公人としての責
任を持って欲しい」と保護者枠委員を諭し、「そ
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うした立場として写真の掲載には賛同してもら
わなければ困る」と発言している。また、M小
学校の校長（当時）も、肖像権の侵害という新
たな視点を提示しつつも「こうした問題は裁判
で争うべき事項だが、おそらく裁判所は介入し
ないという判断になるだろう」という独自の議
論を展開し、「校長の推薦に基づいて委員が選
ばれるのであれば、写真の掲示に同意できない
委員は、委員を辞退していただきたい」という
かなり大胆な発言を行っている。
　そうした発言に対して保護者枠委員らは、自
分たちは批判されているように自分の子どもの
ことだけを考えているだけでは決してないと主
張し、次のように反論をしている。すなわち「運
営協議会の認知度を高めるためには、（校長や
地域委員らが主張するような）委員の顔写真を
掲示するといった表面的な活動ではなく、まず
は実質的な活動を通して成果を出す必要がある
のではないか」と。しかし、こうした意見は聞
き入られず、結果として保護者委員一名が写真
掲示にどうしても同意しないことを理由にその
場で委員を辞任することを決断した。また後日、
別の二名の保護者委員も委員を辞任する決断を
下した旨をそれぞれの所属校長に伝え、受理さ
れることとなったのである。この事件を契機と
して、同協議会は熟議の場ではなく、校長や地
域枠委員による「利己的」な保護者に対する一
方的な「啓蒙」の場へと化していったのである。
　さて、このよう対立は、熟議の場で自分の子
どもや自分自身の権利のみを主張する利己的な
保護者枠委員らに原因であったのであろうか。
あるいは、多様な意見に耳を貸そうとしない校
長や地域枠委員らの不寛容が原因だったのであ
ろうか。もちろん、三校の校長や地域枠委員に
抑圧的な側面があったことは否定できない。し
かし、こうした対立を、単に校長や地域枠委員
の性格の問題として捉えてしまうと問題の本質
を見誤ってしまう可能性がある。というのも、
こうした問題は、実を言うと同運営協議会が目
指した熟議というプロセスそのものに内在する
ジレンマであるとも読み取れるからである。
　確かに校長や地域枠委員らが主張するように、
個人の権利を主張しあうのではなく、あるべき
学校の姿を議論し合い、対話を形成しなければ
ならないというのは、熟議を成立させる条件で
ある。前述の大森が指摘していたように、現代
社会が個人の権利を尊重し過ぎたことによって、
自らの権利を保障する基盤を失ってしまってい
るというのが熟議を重視する理由だったからで
ある。三校の校長たちが一様に保護者枠委員に
対して「公人」としての姿勢を求めたのもそう
した理由である。また、前述の通り保護者枠の
委員に、自分の子どもの通う学校だけでなく他
の二校の審議事項に対して積極的な意見を求め
るという制度上の仕組みも、自分の子どものこ
とではなく地域の人間として同地区の学校の今
後のあり方を考えさせるためであった。
　しかし、保護者枠委員に対してこうした条件
を設定することは、自分の子どもの教育につい
て真剣に考える保護者としての意見を私的なも
のとして一切斥けることを意味してしまうので
はないか。というのも、保護者枠委員からすれ
ば、学校に対する意見は、そのまま自らの子ど
もに関する意見でもあるからである。こうした
危険性を考慮に入れてか、熟議の批判的問い直
しを試みるジェームス・ジョンソンは、熟議の
提案者らは、熟議の場で許容される意見の範囲
は「無制限」であると主張しながらも、実質的
には過度の制約を課していることをまったく考
慮に入れていないと批判している（31）。つまり、
保護者枠の委員らは、熟議への参加を促されつ
つも、彼（彼女）らの意見は、熟議の成立を妨
げるという理由で排除されやすい。その結果、
同運営協議会でも「協議会の認知度を高めるに
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は、顔写真を掲載するといった表面的なことで
はなく、実質的な成果を出すべきである」といっ
た保護者枠委員の妥当な意見ですらも、協議会
の中では私的な個別要求として検討すらされな
かったのである。
　また、自らの子どもの教育を考慮した発言を
私的な要求として熟議の場から排除してしまう
ことは、熟議の場への参加の意義そのものを失
わせることにもつながる。というのも、長谷部
泰男が指摘するように、参加自体を目的とした
会議には、誰も参加しようとはしないからであ
る。長谷部は、熟議（長谷部の言葉でいえば「討
議」）に参加することで「公共的事項に関する
討議や決定に参加することが人に生きる喜びを
与えることはありうる」が、「それはあくまで
も政治参加の副次的効果にすぎない」（32）からで
ある。つまり、同協議会に内在する課題とは、
校長らや地域委員らが考えたような「保護者の
公人としての意識の低さをどう高めるか」とい
うことではなく、参加自体が目的となった協議
会に保護者がどう意義を見いだすかということ
にある。会議の場で辞意を表明した保護者枠委
員の一人は、会議後に行われた筆者とのインタ
ビューにおいて、運営協議会の委員らの保護者
枠委員らへの抑圧的な態度を批判するよりも、
「自分たちがこの場にいてもよいのか」という自
らを卑下する発言を繰り返していたが、保護者
のこうした反応は、参加者が参加者としての意
義を見い出せなくなった結果であるともいえ
る（33）。
　こうして同運営協議会は、意思決定の正統化
の理論として対話を重ねることで意思決定を形
成していく熟議の過程に注目しつつも、熟議を
成立させるための条件によって、逆に熟議の可
能性を奪ってしまうというジレンマを乗り越え
ることができなかったのである。
６．まとめと今後の課題
　本論では、「参加を促す方法」を考察する先
行研究とは異なり、なぜ参加者の意思決定が正
統化されるのかという点から運営協議会を検討
してきた。
　本論がM中学校区の学校運営協議会の事例
を通じて明らかとしてきたことは、同運営協議
会が地域や保護者の意見を尊重し公平に反映さ
せようとすることではなく、少数の熟議のプロ
セスによって意思決定を正統化しようとした点
は新しい試みとして評価できるが、その一方で
熟議が内在的に抱えるジレンマを克服すること
ができなかったという点で限界を有するもので
あったということである。こうしたジレンマの
克服については今後も検討が必要である（34）。
　そうした点では、今回分析対象とした運営協
議会が、設立当初の委員の任期満了に際し、再
出発を図っていることにも注目したい。特筆す
べきは、2011年４月からこれまでの３校合同で
運営されてきた運営協議会を発展的に解消する
という改革を断行していたということである。
そこでは、各学校の校長のリーダーシップのも
と、設置当時の委員の大部分は入れ替えられた。
こうした取り組みは、大部分の委員を変えるこ
とで運営協議会自体の雰囲気や方向性を変える
事が意図されていると思われるが、各校長がこ
れまでの対立の本質を、保護者枠委員の意識の
薄さ、あるいは地域枠委員と保護者枠委員との
確執にみているのであれば注意を払う必要があ
ろう。たとえ委員の大部分を交替させても、本
論で論じたような熟議そのものが抱えるジレン
マを委員らが認識し、それを克服する手段を模
索しなければ、問題の解決にはつながらないば
かりか、同様の対立を引き起こす可能性がある。
こうした課題を抱えつつ、今後各学校がどのよ
うな運営協議会を模索していくか、その動向に
注目していきたい。
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